
１７年度予算額 １７年度決算額 １８年度予算額

●“青少年育成”の視点からの事業の自己評価

○

●1８年度の取組予定

●青少年対策推進本部　評価・方針

重点事業　平成1７年度取組状況評価、平成１８年度取組方針シート

教育委員会事務局　生涯学習課担当局・課名

事業名 横浜市地域子ども教室推進事業（放課後の居場所づくりモデル事業）

プランでの位置づけ
視点１青少年の自立と成長を促す機会づくり　目標①安心して気軽にくつろげる居場所の提供
重点的に取り組む事項１　青少年が安心して気軽にくつろげる居場所をつくります！

●事業の目的及び概要 ●各年度の実績(概要）
　平成１６年度からスタートした文部科学省委託事業
「子どもの居場所新プラン　地域子ども教室推進事業」
は、今年度、「地域教育力再生プラン（①地域子ども教
室推進事業　②総合型地域スポーツクラブ育成推進
事業③文化体験プログラム支援事業　④地域ボラン
ティア活動推進事業）」の４つのプランに組み込まれ実
施されることになりました。今年度、横浜市では、この
プランのひとつである「地域子ども教室推進事業」を受
けて、心豊かでたくましい子どもを社会全体で育むた
め、学校施設等を活用して子どもたちの居場所（活動
拠点）を整備し、地域の大人の教育力を結集して、ス
ポーツや文化活動などのさまざまな体験活動や地域
住民との交流活動等を支援しています。

16年度 市内１０８箇所で「地域子ども教室」を実施。総数86,261人
の児童・生徒が参加。ボランティア延べ3,872人の参加。

17年度 拠点数を４５箇所増やし、市内１５３箇所で「地域子ども教
室」を実施。

18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

●１７年度の取組内容
１７年度の目標：
　２年目に入った当事業の全市的な周知を積極的に図り、教育を支援するＮＰＯなどの団体と協働しながら、
安全で安心して活動のできる拠点づくりを推進していきます。
１７年度取組実績：
  市内１５３の拠点で地域の教育力を活用しながら子どもたちへの体験活動や学習機会の提供を行っています。このことにより居場所
の運営主体であるNPO法人やはまっ子ふれあいスクール運営委員会においては事業の企画や運営ノウハウの業績や地域人材の発
掘が進みました。
・横浜市地域子ども教室推進事業運営協議会を４回開催し、事業の広報、秋の推進事業キャンペーン、研修会などを計画しました。ま
た、各事業実施後の検証を行い、平成１８年度に向けて今後の方針等についても議論しました。
・10月10～11日：横浜市地域子ども教室推進事業キャンペーン　「日本丸だがしや楽校」の実施　エコマネー流通実験／ボランティア体
験などを行いました。参加者：２５，７００名（10月11～12日に開催した「子どもアドベンチャー２００５」事業（生涯学習課所管）との相互
乗り入れという形で連携も図りました。）同時期の秋休みを利用して２事業への参加や双方の実施広報効果がありました。
・１月２３日：地域子ども教室推進事業研修会開催　２つの再委託先(「地域子ども教室」を直接実施）である横浜市はまっ子ふれあい教
室実行委員会と横浜市地域子ども教室コミュニティークラブ実行委員会の活動報告とレクレーション学の講師を招いて講演会を行い、
各教室の取組みについての意見交換を行いました。「地域子ども教室｣実施の工夫の仕方や活動団体相互のネットワークを作る意義
などを活動拠点のチーフ等に考えてもらう機会となりました。

(備考欄）
　予算額については、文部科学省からの指示がきていないた
め未定（H17の約２５％減の予定）１１８，３３２千円 千円 -   千円

　17年度に引き続き、さまざまな手法で事業を展開することとなっており、青少年と地域の交流促進、青少年が
気軽に訪れることのできる居場所の広がりにつながっていくものと期待できます。
　今後は、学校、地域の大人がそれぞれの能力をより発揮していくための連携方法についての検討が必要で
あるとともに、文科省委託事業終了後の事業のあり方について、はまっこふれあいスクールとの関連や、青少
年育成活動支援事業等の活用に留意して、早期に確定する必要があります。

　３か年事業の最後の年度として、さらに活動拠点数を増やして市内全域に本事業を周知・浸透・推進していきます。ま
た、平成１９年度以降も拡充して実施できるよう、さまざまな工夫や、成功例などを参考にしながら、財源確保も含めた自
立した事業を目指し、方策を模索していきます。

☆☆☆(目標以上又は目標どおり達成） (自己評価の説明)

☆☆　 (目標の７～８割程度達成) 拠点数も増やし、教室の実施回数や参加人数も増加している。しかしながら、
市内全域に子どもの居場所づくりを浸透させるには至っていないので、学校や
地域との連携が図れるよう、さらなる工夫と取組の強化が必要である。☆      (さらなる取組が必要）


